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表紙

連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）
への記載を省略しております。

証券コード　2818
2026年５月28日

株 主 各 位

第41期定時株主総会招集ご通知への
記載を省略した事項

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・連結子会社の数 2社
・連結子会社の名称 PIETRO NORTH AMERICA, INC.

合同会社のこベジファーム

⑵ 持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
PIETRO NORTH AMERICA, INC.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、当該連結子会社の事業年度に係る計算書類を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品、仕掛品 総平均法による原価法
・原材料 総平均法による原価法

ただし、店舗事業については最終仕入原価法による原価法
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し
ております。
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② 重要な固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産 定額法

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりです。
建物及び構築物 ２年～３８年
機械装置及び運搬具 ２年～１０年
工具、器具及び備品 ２年～１５年

ロ 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） ただし、ソフトウエアについては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法
ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ 賞与引当金 当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備える
ため、賞与支給見込額に基づき計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
イ 商品及び製品に係る収益認識

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益は、主にドレッシング・ソース類の
製造及び販売並びにパスタ麺の輸入販売によるものであり、これらの製品及び商品の販売
は、顧客に引き渡した時点又は製品及び商品を出荷した時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客か
ら受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額を収益として認識して
おります。

ロ レストランの経営
店舗事業においては、主にパスタ専門店を経営しており、料理の提供を行った時点で収

益を認識しております。
ハ 本社ビルの賃貸

本社ビルの賃貸においては、リース取引に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわ
たり収益を認識しております。
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⑤ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。
なお、在外子会社の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ 重要なヘッジ会計の方法
a ヘッジ会計の方法                    特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
                                                  特例処理を採用しています。
b ヘッジ手段とヘッジ対象           ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
c ヘッジ方針                             金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

利用することとしており、投機目的の取引は行わない
方針であります。

d ヘッジの有効性評価の方法        特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
                                                  は、ヘッジの有効性の評価を省略しております。
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有形固定資産 1,153,449千円
無形固定資産 2,607千円
長期前払費用 22,400千円

２. 会計上の見積りに関する注記

（店舗事業の固定資産の減損）
⑴ 連結計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
レストラン及び直販店については、収益性が継続的に悪化した店舗につき、帳簿価額を回収

可能価額である使用価値まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。

当該レストラン及び直販店の使用価値については、将来の収益性の見積りを主要な仮定とし
て算定しておりますが、将来の収益性には店舗立地環境の変化等による一定の不確実性がある
ため、今後の経過によっては使用価値の見積りに重要な影響を及ぼし、翌連結会計年度におい
て追加の減損損失が発生する可能性があります。

－ 4 －
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建物及び構築物 959,199千円
土地 2,732,030千円

計 3,691,230千円

短期借入金 975,000千円
１年内返済予定の長期借入金 －千円
長期借入金 3,341,000千円

計 4,316,000千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 3,800,098千円

場 所 用 途 種 類 減損損失(千円)

福岡県古賀市 工場 建物等 166,853

福岡県福岡市 レストラン 建物等 2,196

３. 連結貸借対照表に関する注記

⑴ 担保に供している資産

担保に係る債務

４. 連結損益計算書に関する注記

減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

当社グループは、所在地別物件それぞれが、概ね独立してキャッシュ・フローを生み出す最小
単位として捉え、物件ごとにグルーピングしております。

工場については正味売却価額まで、レストランについては、収益性が継続的に悪化した店舗に
つき、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお
ります。

なお、レストランの回収可能価額については、使用価値により測定しており、使用価値は零と
して評価しております。
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普 通 株 式 7,062,230株 －株 －株 7,062,230株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普 通 株 式 155,618株 －株 21,336株 134,282株

決　　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

2025年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 165,758 24 2025年

３月31日
2025年

６月27日

イ 配当金の総額 166,270千円
ロ １株当たり配当額 24円
ハ 基準日 2026年３月31日
ニ 効力発生日 2026年６月24日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴ 発行済株式の総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものです。

⑶ 配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年６月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案する予定です。

なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。
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６. 金融商品に関する注記

⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にレストラン店舗の新設や改修計画並びに食品の製造販売事業を行う
ための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。ま
た、一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金についても銀行
借入により調達しております。デリバティブは、支払金利の変動リスクを回避するために利
用しており、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されており、投資有価証券は市場の変

動リスクに晒されております。
主に店舗事業における敷金及び保証金については、回収が発生する際に、差入れ先の財政

状態の変化などにより、回収不能となるリスクに晒されております。
借入金については、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、市場金利の

変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引については、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的として金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と
ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１．連結計算書類の
作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4) 会計方針に関する事項　⑥ その他連
結計算書類の作成のための基本となる重要な事項　ロ 重要なヘッジ会計の方法」に記載し
ております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
当社グループは、与信管理規程及びＦＣ売掛債権管理規程に従い、営業債権について各事

業部門は主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先毎に期日及び残高を管理す
ることにより、財務状況等の悪化による回収懸念債権の早期把握や軽減を図っております。

また、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）との関係を勘案し
て保有状況を継続的に見直しております。

レストラン店舗の新設時に支払う敷金及び保証金については、新設時の信用調査等により
回収懸念リスクの軽減を図っております。

借入金に係る支払利息については、変動リスクを抑制するために金利スワップ取引を利用
しております。
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連結貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

①投資有価証券 23,718 23,718 －

②敷金及び保証金 412,452 357,106 △55,346

③長期借入金（１年内含む） (3,341,000) (3,770,571) △429,571

当連結会計年度

貸出コミットメントライン 650,000千円

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額2,146千円）は、
「投資有価証券」には含めておりません。また、現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入
金、未払金、未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。

また、デリバティブ取引に関し、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされ
ている長期借入金等と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金等に含め
て記載しております。

（注）１. 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
２. 貸出コミットメントラインの未使用枠

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 23,718 ― ― 23,718

資産計 23,718 ― ― 23,718

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 ― 357,106 ― 357,106

資産計 ― 357,106 ― 357,106

長期借入金（１年内含む） ― (3,770,571) ― (3,770,571)

負債計 ― (3,770,571) ― (3,770,571)

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）１. 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
２. 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

・投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。
・敷金及び保証金

これらの時価は、契約等から返還までの期間を合理的に見積り、当該期間の将来キャッシュ・フロ
ーを国債等の利回りで割り引いた現在価値から、貸倒引当金を控除して算定しており、レベル２の時
価に分類しております。

・長期借入金（１年内含む）
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
連結決算日における時価

（千円）当連結会計年度期首残高
（千円）

当連結会計年度増減額
（千円）

当連結会計年度末残高
（千円）

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 2,701,345 △23,023 2,678,322 3,960,000

賃貸収益（千円） 賃貸費用（千円） 差額（千円）

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 179,456 97,870 81,586

７. 賃貸等不動産に関する注記

当社では、福岡市内において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸のオフィスビルを所有し
ております。なお、賃貸オフィスビルの一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動
産として使用される部分を含む不動産としております。

これらの賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借
対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及び当該時価
の算定方法は以下のとおりです。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。
２. 当連結会計年度増減額のうち主な増加額は消防設備の更新(40,300千円)や屋上防水工事(14,440千

円)、減少額は減価償却費(79,193千円）です。
３. 当連結会計年度末の時価は、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産については社外の不動

産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて、自社で算定した金額により、建物等の償却性資産は連
結貸借対照表計上額をもって時価としております。

また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する2026年３
月期における損益は、次のとおりです。

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社が使用し
ている部分も含むため、当該部分の賃貸収益及び当該部分に係る費用（減価償却費、保守料、租税公課
等）は計上されておりません。
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報告セグメント

商品事業 店舗事業
その他

(本社ビルの
賃貸等)事業

計

顧客との契約から生じる収益 7,094,571 4,871,675 419 11,966,666

その他の収益 － － 179,456 179,456

外部顧客への売上高 7,094,571 4,871,675 179,876 12,146,122

契約負債（期首残高） 30,207千円
契約負債（期末残高） 29,229千円

８. 収益認識に関する注記

⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりです。

(単位：千円)

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる事項
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
なお、ドレッシング等の製品及び商品の販売契約については、販売数量等に基づいた一定の

条件によるリベートを付して販売していることから、変動対価が含まれます。

⑶ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込
まれる収益の金額及び時期に関する事項

① 契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は、当社が付与したポイントのうち、期末時点において履行義務を充足してい
ない残高です。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社においては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないた

め、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、
顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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連結注記表

⑴ １株当たり純資産額 896円47銭
⑵ １株当たり当期純損失（△） △4円77銭

９. １株当たり情報に関する注記

10. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 12 －
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品、仕掛品 総平均法による原価法
② 原材料 総平均法による原価法

ただし、店舗事業については最終仕入原価法による原価法
③ 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお
ります。

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定額法

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～３８年
構築物 ２年～２５年
機械及び装置 ２年～１０年
車両運搬具 ２年～　６年
工具、器具及び備品 ２年～１５年

② 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） ただし､ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法
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個別注記表

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業
年度に負担すべき額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。

⑸ 収益及び費用の計上基準
① 商品及び製品に係る収益認識

当社の顧客との契約から生じる収益は、主にドレッシング・ソース類の製造及び販売並び
にパスタ麺の輸入販売によるものであり、これらの製品及び商品の販売は、顧客に引き渡し
た時点又は製品及び商品を出荷した時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から
受け取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額を収益として認識しており
ます。

② レストランの経営
店舗事業においては、主にパスタ専門店を経営しており、料理の提供を行った時点で収益

を認識しております。
③ 本社ビルの賃貸

本社ビルの賃貸においては、リース取引に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわた
り収益を認識しております。

⑹ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。
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個別注記表

有形固定資産 1,153,449千円
無形固定資産 2,607千円
長期前払費用 22,400千円

(7) 重要なヘッジ会計の方法
a ヘッジ会計の方法                    特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
                                                  特例処理を採用しています。
b ヘッジ手段とヘッジ対象           ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金
c ヘッジ方針                             金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

利用することとしており、投機目的の取引は行わない
方針であります。

d ヘッジの有効性評価の方法        特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
は、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

（店舗事業の固定資産の減損）
⑴ 計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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建物 959,199千円
土地 2,732,030千円

計 3,691,230千円

短期借入金 975,000千円
１年内返済予定の長期借入金 －千円
長期借入金 3,341,000千円

計 4,316,000千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 3,768,246千円

① 短期金銭債権 370千円
② 短期金銭債務 109,689千円
③ 長期金銭債務 20,346千円

⑷ 取締役に対する長期金銭債務 156,925千円

３. 貸借対照表に関する注記

⑴ 担保に供している資産

担保に係る債務

⑶ 関係会社に対する金銭債権債務

（注）取締役に対する長期金銭債務は、将来の退任時に支給する予定の退職慰労金に係る債務であり、長
期未払金に計上しております。
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① 売上高 40,517千円
② 仕入高、販売費及び一般管理費、製造原価 550,139千円

場 所 用 途 種 類 減損損失(千円)

福岡県古賀市 工場 建物等 166,853

福岡県福岡市 レストラン 建物等 2,196

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 155,618株 －株 21,336株 134,282株

４. 損益計算書に関する注記

⑴ 関係会社との取引高
営業取引による取引高

⑵ 減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

当社は、所在地別物件それぞれが、概ね独立してキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし
て捉え、物件ごとにグルーピングしております。

工場については正味売却価額まで、レストランについては、収益性が継続的に悪化した店舗に
つき、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお
ります。

なお、レストランの回収可能価額については、使用価値により測定しており、使用価値は零と
して評価しております。

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものです。
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（繰延税金資産）
未払事業税 10,227千円
賞与引当金 24,596千円
貸倒引当金 6,036千円
退職給付引当金 61,809千円
長期未払金 49,211千円
株式報酬費用 76,795千円
投資有価証券評価損 2,945千円
会員権評価損 2,916千円
関係会社株式評価損 11,691千円
減損損失 42,734千円
資産除去債務 79,366千円
店舗閉店損 12,626千円
繰越欠損金 5,143千円
その他 15,473千円
繰延税金資産小計 401,572千円
評価性引当額 △283,372千円
繰延税金資産合計 118,200千円
（繰延税金負債）
敷金及び保証金 2,070千円
その他投資有価証券評価差額金 5,621千円
資産除去債務に対応する除去費用 50,783千円
その他 309千円
繰延税金負債合計 58,785千円
繰延税金資産の純額 59,414千円

６. 税効果会計に関する注記

⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.5％
（調整）
住民税均等割 13.0％
交際費等永久に損金に算入されない項目 5.2％
評価性引当金の増減 8.3％
その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.0％

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

その他の
関係会社

日清オイリオ
グループ㈱

(被所有)
直接 15.30 原材料の購入 原材料の購入 518,844 買掛金 109,569

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主要な項目の内訳

７. 関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
原材料の仕入価格については、大豆相場、為替相場を参考にして、一般的取引条件と同様に決定しており
ます。
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⑴ １株当たり純資産額 944円57銭
⑵ １株当たり当期純利益 12円75銭

８. 収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表  ８．収益認

識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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